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フリーランス法の導入経過と制度内容
～取引関係の適正化と就業環境の整備～

令和７年１月22日（水）

厚生労働省 京都労働局 雇用環境・均等室

公正取引委員会事務総局 近畿中国四国事務所
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◆内閣官房日本経済再生総合事務局「フリーランス実態調査結果」（令和２年５月）
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◆フリーランス法に「就業環境の整備」が加えられた背景
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令和6年11月1日施行期日

１．対象となる当事者・取引の定義
（１）「特定受託事業者」とは、業務委託の相手方である事業者であって従業員を使用しないものをいう。[第２条第１項]
（２）「特定受託業務従事者」とは、特定受託事業者である個人及び特定受託事業者である法人の代表者をいう。[第２条第２項]
（３）「業務委託」とは、事業者がその事業のために他の事業者に物品の製造、情報成果物の作成又は役務の提供を委託することをいう。[第２条第３項]
（４）「特定業務委託事業者」とは、特定受託事業者に業務委託をする事業者であって、従業員を使用するものをいう。 [第２条第６項]

※ 「従業員」には、短時間・短期間等の一時的に雇用される者は含まない。

概 要

我が国における働き方の多様化の進展に鑑み、個人が事業者として受託した業務に安定的に従事することができる環境を整備するため、特定受託事業者に係る取引の適
正化及び特定受託業務従事者の就業環境の整備を図り、もって国民経済の健全な発展に寄与することを目的として、特定受託事業者に業務委託をする事業者について、
特定受託事業者の給付の内容その他の事項の明示を義務付ける等の措置を講ずる。

趣 旨
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２．特定受託事業者に係る取引の適正化
特定業務委託事業者は、

（１）特定受託事業者に対し業務委託をした場合は、特定受託事業者の給付の
内容、報酬の額等を書面又は電磁的方法により明示しなければならないものと
する。[第３条]
※ 従業員を使用していない事業者が特定受託事業者に対し業務委託を行う

ときについても同様とする。
（２）特定受託事業者の給付を受領した日から60日以内の報酬支払期日を設

定し、支払わなければならないものとする。（再委託の場合には、発注元から支
払いを受ける期日から30日以内）[第４条]

（３）特定受託事業者との業務委託（１か月以上のもの）に関し、①～⑤の行
為をしてはならないものとし、⑥・⑦の行為によって特定受託事業者の利益を不
当に害してはならないものとする。 [第５条]
① 特定受託事業者の責めに帰すべき事由なく受領を拒否すること
② 特定受託事業者の責めに帰すべき事由なく報酬を減額すること
③ 特定受託事業者の責めに帰すべき事由なく返品を行うこと
④ 通常相場に比べ著しく低い報酬の額を不当に定めること
⑤ 正当な理由なく自己の指定する物の購入・役務の利用を強制すること
⑥ 自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提供させること
⑦ 特定受託事業者の責めに帰すべき事由なく内容を変更させ、又はやり直さ

せること

３．特定受託業務従事者の就業環境の整備
特定業務委託事業者は、

（１）広告等により募集情報を提供するときは、虚偽の表示等をしてはならず、正
確かつ最新の内容に保たなければならないものとする。[第12条]

（２）特定受託事業者が育児介護等と両立して業務委託（６か月以上のも
の）に係る業務を行えるよう、申出に応じて必要な配慮をしなければならないも
のとする。[第13条]

（３）特定受託業務従事者に対するハラスメント行為に係る相談対応等必要な
体制整備等の措置を講じなければならないものとする。[第14条]

（４）業務委託（６か月以上のもの）を中途解除する場合等には、原則として、
中途解除日等の30日前までに特定受託事業者に対し予告しなければならな
いものとする。[第16条]

４．違反した場合等の対応
公正取引委員会、中小企業庁⾧官又は厚生労働大臣は、特定業務委託事

業者等に対し、違反行為について助言、指導、報告徴収・立入検査、勧告、公
表、命令をすることができるものとする。[第８条、第９条、第11条、第18～第20
条、第22条]
※ 命令違反及び検査拒否等に対し、50万円以下の罰金に処する。法人両罰

規定あり。[第24条、第25条]

５．国が行う相談対応等の取組
国は、特定受託事業者に係る取引の適正化及び特定受託業務従事者の就業環境の整備に資するよう、相談対応などの必要な体制の整備等の措置を講ずるものとする。

[第21条]

本法律の趣旨・概要等

12

11

12



2024/12/17

7

13

14

13

14



2024/12/17

8

15

16

15

16



2024/12/17

9

17

18

17

18



2024/12/17

10

19

20

19

20



2024/12/17

11

21







22

21

22



2024/12/17

12

23

24

23

24



2024/12/17

13

25

26

25

26



2024/12/17

14

27

28

●月●日支払
毎月●日締切、翌月●日支払

○
（良い例）

●月●日まで
●●日以内

×
（違反例）
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法違反となる例
• 意図的に実際の報酬額よりも高い額を表示する。（虚偽表示）
• 実際に募集を行う企業と別の企業の名称で募集する。（虚偽表示）
• 報酬額の表示が、実際の報酬額等よりも高額であるかのように表示する。
（誤解を生じさせる表示）

• 既に募集を終了したにもかかわらず、削除せず表示し続ける。
（古い情報の表示）

法違反とならない例
• 当事者間の合意に基づき、広告等に掲載した募集情報から実際の契約条件を
変更する。

募集情報の的確表示義務（12条）
特定業務委託事業者は、広告等（※１）により特定受託事業者の募集を行うときは、その情報（※２）について、
・虚偽の表示又は誤解を生じさせる表示をしてはならず、（12条１項）
・正確かつ最新の内容に保たなければならない。（12条２項）

（※１）具体的には、 ①新聞、雑誌に掲載する広告、②文書の掲出・頒布、③書面の交付、④ファックス、⑤電子メール・メッセージアプリ等（メッセージ機能
があるSNSを含む。）、⑥放送、有線放送等（テレビ、ラジオ、オンデマンド放送、ホームページ、クラウドソーシングサービスのプラットフォーム等）。

（※２）具体的には、①業務の内容、②業務に従事する場所・期間・時間に関する事項、③報酬に関する事項、④契約の解除・不更新に関する事項、⑤特定
受託事業者の募集を行う者に関する事項。

特定業務委託事業者
(組織)

特定受託事業者
( 個人 )（※）

多数（２人以上）広告等を活用して広く提供される募集情報

特定個人との交渉において提示される募集情報

法が適用
されない

法が適用
される

（※）業務委託に係る契約締結前の者
も含む。

特定個人（１人）

特定受託事業者
( 個人 )（※）
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育児介護等と業務の両立に対する配慮義務（13条）
特定業務委託事業者は、６か月以上の業務委託（※１）について、特定受託事業者からの申出に応じて、特定受託事業者が育児介護
等と業務を両立できるよう、必要な配慮をしなければならない。（13条１項）（※２、３）

特定業務委託事業者は、６か月未満の業務委託について、特定受託事業者からの申出に応じて、特定受託事業者が育児介護等と
業務を両立できるよう、必要な配慮をするよう努めなければならない。（13条２項）

（※１）契約の更新により６か月以上の期間継続して行うこととなる業務委託も含む。

（※２）特定業務委託事業者は、特定受託事業者からの申出の内容を把握した上で、配慮の内容を検討し、実施しなければならない。

検討の結果、配慮をやむを得ず実施できない場合は、特定受託事業者に対し、実施できない理由を説明する必要がある。

（※３）①特定受託事業者からの申出を阻害すること、②特定受託事業者が申出をしたこと又は配慮を受けたことのみを理由に契約

の解除その他の不利益な取扱いを行うことは、「特定業務委託事業者による望ましくない取扱い」に該当する。

育児介護等の配慮に関する特定業務委託事業者への申出

特定業務委託事業者
(組織)

特定受託事業者
(個人)

１ 申出の内容等の把握

２ 取り得る選択肢の検討

子の急病により予定していた
作業時間の確保が難しくなっ
たため、納期を短期間繰り下
げたいです。

介護のためオンラインでの業務に
変更したいです。

関係者と調整をしてみます。
取引先にも確認します。

３ 配慮の内容の伝達・実施 ３ 配慮不実施の伝達・理由説明
今回は現場の作業が必要なので、オ
ンラインへの変更は難しいです。納期を変更します。

やむを得ず実施できない場合実施できる場合

※なお、この配慮義務は、特定業務委託事業者に対して、特定受託事業者の申出に応じて、対応を講じることを求めるものであり、取引を行う全ての特定受託事業者
の育児介護等の事由を予め把握して配慮することまでを求めるものではないことに留意が必要。
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ハラスメント対策に係る体制整備義務（14条）

特定業務委託事業者は、ハラスメント行為（※１）により特定受託業務従事者の就業環境を害することのないよう
相談対応のための体制整備その他の必要な措置（※２）を講じなければならない。（14条１項）

特定業務委託事業者は、特定受託業務従事者がハラスメントに関する相談を行ったこと等を理由として不利益な
取扱いをしてはならない。（14条２項）

（※１）業務委託におけるセクシュアルハラスメント、妊娠・出産等に関するハラスメント、パワーハラスメント

（※２）特定業務委託事業者は下図の①～③の措置を講ずる必要がある。

特定業務委託事業者
（組織）

①ハラスメントを行ってはならない旨の方針
の明確化、方針の周知・啓発
・方針等の明確化と社内への周知・啓発（社内報の配布・従
業員に対する研修の実施等）
・ハラスメント行為者に対して厳正に対処する旨の方針の規
定（就業規則などで懲戒規定を定めて周知する等）

相談窓口

②相談に応じ、適切に対応するために
必要な体制の整備
・相談窓口の設置（外部機関への相談対応の委託、
相談対応の担当者や相談対応制度の設置等）
・特定受託業務従事者への周知（契約書に相談窓
口の案内を記載する等）
・相談窓口担当者による相談への適切な対応（マ

ニュアルの作成等）

ハラスメント
特定受託業務従事者

（個人）

＝ 特定業務委託事業者
が講ずべき措置

③業務委託におけるハラスメントへの事後の迅速か
つ適切な対応
・事案の事実関係の迅速かつ正確な把握（相談者と行為者の双方か
ら事実関係を確認し、必要に応じて第三者からも事実関係を聴取す
る等）
・事実関係の確認ができた場合の被害者に対する配慮措置の適正な
実施等（事案の内容などに応じ、被害者と行為者の間の関係改善に
向けての援助などを行う等）

※上図の①～③の対応にあたり、特定業務委託事業者が、雇用主として労働法に基づき講じている職場のハラスメント対策と同様であり、労働法に基づき整
備した社内体制やツールを活用することも可能。

※①～③と併せ、(1)相談者・行為者などのプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、雇用する従業員や特定受託業務従事者に周知することや、(2)
特定受託業務従事者が相談をしたこと・労働局などに対して申出をして適当な措置を求めたこと等を理由に契約の解除等の不利益な取扱いをされない旨を
定め、特定受託業務従事者に周知・啓発することを実施する必要がある。

41

従業員

中途解除等の事前予告・理由開示義務（16条）
特定業務委託事業者は、６か月以上の期間行う業務委託（※１）に係る契約を中途解除したり、更新しない場合には、特定受託
事業者に対し少なくとも30日前までにその旨を予告をしなければならない。（16条１項）（※２、３）

予告の日から契約満了までの間に、特定受託事業者が契約の中途解除や不更新の理由の開示を請求した場合には、特定業務委
託事業者は、これを開示しなければならない。（16条２項）（※４）

（※１）契約の更新により６か月以上の期間継続して行うこととなる業務委託も含む。

（※２）次の①～⑤の例外事由に該当する場合は、予告は不要となる。

①災害などのやむを得ない事由により予告が困難な場合、②特定受託事業者に再委託をした場合で、上流の事業者の契約解除などにより直
ちに解除せざるを得ない場合、③業務委託の期間が30日以下など短期間である場合、④基本契約を締結している場合で、特定受託事業者の
事情で相当な期間、個別契約が締結されていない場合、⑤特定受託事業者の責めに帰すべき事由がある場合

（※３）契約の不更新とは、不更新をしようとする意思をもって当該状態になった場合をいい、例えば①切れ目なく契約の更新がなされている又は
なされることが想定される場合であって、当該契約を更新しない場合や、②断続的な業務委託であって、特定業務委託事業者が特定受託事
業者との取引を停止するなど次の契約申込みを行わない場合が該当する。一方、例えば③業務委託の性質上一回限りであることが明らかで
ある場合や、④断続的な業務委託であって、特定業務委託事業者が次の契約申込みを行うことができるかが明らかではない場合には、契約
の不更新には該当しない。

（※４） ①第三者の利益を害するおそれがある場合又は②他の法令に違反することとなる場合には、理由の開示は不要となる。また、事前予告の例
外事由に該当する場合も理由開示の請求対象にはならない。

（※５）事前予告や理由開示は、①書面の交付、②ファクシミリ、③電子メール等のいずれかの方法で行う必要がある。

契約の更新に
より６か月以上の
期間行う場合

単一の業務委託に
より６か月以上の
期間行う場合

６か月
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単一の基本契約に
より６か月以上の
期間行う場合

個別の業務委託

基本契約

業務委託
中途解除等に予告が必要

基本契約、個別の業務委託に関
する契約の両方の中途解除等に
予告が必要

更新により６か月以上の期間と
なる業務委託等に関する契約か
ら、中途解除等に予告が必要
（業務委託等①は不要、業務委
託等②は必要）

業務委託等①

契
約
の
更
新

業務委託等②

個別の業務委託
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